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�����　　人件費における削減効果

特 別 職 員
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一 般 職 員
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����　　行政事務経費等における削減効果
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財財政政支支援援のの内内訳訳ははここののよよううににななりりまますす
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�予算規模の違い� �今後の普通建設事業費の見込み�
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■平成１６年度当初予算の２８６億円に対し、合併しない場合
には約３９億円もの減少が見込まれます。
■この傾向は１８年度以降も続き、合併しない場合の１０年
間を累計すると約２４０億円も予算規模が縮小します。

■特例債を活用しない場合は、道路修繕等の工事費のみと
なり、学校の新設や改修工事などの必要な事業の財源を
見込むことは困難です。
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（単位：百万円）

【平成17年度と平成26年度の歳入比較】

２６年度２５年度２４年度２３年度２２年度２１年度２０年度１９年度１８年度１７年度
２６，４９７２５，４６５２５，８４０２４，７７８２５，７１５２５，２２７２７，９４０２９，７４０２８，７７７２９，１００歳　入　総　額

１３，２０５１３，２０５１３，２０５１３，２０５１３，２０５１３，２０５１３，２０５１３，２０５１３，２０５１３，２０５地　方　税

内　
　
　

訳

１３，２９５１３，２９５１３，２９５１３，２９５１３，２９５１３，２９５１３，２９５１３，２９５１３，２９５１３，２９５通 常 分

－９０－９０－９０－９０－９０－９０－９０－９０－９０－９０影 響 額

２，５７３２，４８６２，４１２２，２９８２，０６２２，０３６１，９５８２，１０２２，１８２２，３７２地方交付税

１，５１５１，５４６１，５７８１，６１０１，６４３１，６７６１，７１０１，７４５１，７８１１，８１７通 常 分

１２０１２０２９４３８１５５５交付税上乗せ分

１，０５８９４０８３４６８８４１９２４０１２８６３２０合併特例債算入額

２，２４１２，２７５２，００４２，００７１，９９３１，９７１２，３７２３，３３６２，５５５４，１４１国県支出金

１，５７９１，５７９１，５７９１，５７９１，５７９１，５７９１，５７９１，５７９１，５７９１，６６２通 常 分

１２０１２０１２０合併特例補助金

６６２６９６４２５４２８４１４３９２７９３１，６３７８５６２，３５９新 市 事 業 分

３，９１４２，９３２３，５８７２，６３９３，８１７３，３８８５，１６７６，４７６５，６８３３，４２１地　方　債

１，６７０１，６７０１，８８８１，８８０１，８８０１，８２０２，５６０１，８０３２，６６２１，９６８通常での地方債

２，２４４１，２６２１，６９９７５９１，９３７１，５６８２，６０７４，６７３３，０２１１，４５３合 併 特 例 債

４，５６４４，５６７４，６３２４，６２９４，６３８４，６２７５，２３８４，６２１５，１５２５，９６１そ　の　他

�合併をした場合の１０年間の財政計画

　これまでの通常の交付税は国の方針による減少を見込んでいますが、合併に伴う財政支
援措置として１０年間で約１５億円を見込んでいます。

地方交付税

　扶助費や普通建設事業費に連動して増加します。また、合併に伴う財政支援措置として
約４億円を見込んでいます。

国・県支出金

　これまでも借入れがありましたが、新市のまちづくりのために必要な建設事業の財源と
して、返済に有利な合併特例債を１０年間で約２１２億円見込んでいます。

地　方　債

�合併をした場合の１０年間の歳入の見込み
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【平成17年度と平成26年度の歳出比較】

２６年度２５年度２４年度２３年度２２年度２１年度２０年度１９年度１８年度１７年度
２６，４９７２５，４６５２５，８４０２４，７７８２５，７１５２５，２２７２７，９４０２９，７４０２８，７７７２９，１００歳　出　総　額

５，８３３５，９５８６，１３７６，２６３６，４４８６，５７０６，６８３６，８１１７，００２７，０２０人　件　費

内　
　
　

訳

７，０３５７，０３５７，０３５７，０３５７，０３５７，０３５７，０３５７，０３５７，０３５７，０３５通 常 分

－１，２０２－１，０７７－８９８－７７２－５８７－４６５－３５２－２２４－３３－１５影 響 額

３，５３８３，５０３３，４６８３，４３４３，４００３，３６６３，３３３３，３００３，２６７３，２３５扶　助　費

２，８８６２，９０４２，９９０２，８４２２，５６１２，２９８２，１５５２，１０９２，１３０２，１８５公　債　費

１，３７５１，５６２１，７９８１，８５８１，９６３１，９５５１，９７２２，０２０２，１０１２，１８５通 常 分

１，５１１１，３４２１，１９２９８４５９８３４３１８３８９２９合 併 特 例 債 分

５，０４６５，０４６５，０４６５，０４６５，０４６５，３１５５，３１５５，３１５５，３１５５，３１５物　件　費

５，１０６５，１０６５，１０６５，１０６５，１０６５，３７５５，３７５５，３７５５，３７５５，３７５通 常 分

－６０－６０－６０－６０－６０－６０－６０－６０－６０－６０影 響 額

１００１００１００１００１００１００１００１００１００１００積　立　金

３，５５２２，３９０２，５１３１，４８５２，５２９１，９２５４，６４９６，３４８５，１５３５，３８２普通建設事業費

３，０２４１，９１２１，９２３９４６２，１７３１，６５０２，７７７５，９２０３，７９４１，８７５合併特例事業分

５２８４７８５９０５３９３５６２７５１，８７２４２８１，３５９３，５０７そ の 他 事 業 分

５，５４２５，５６４５，５８６５，６０８５，６３１５，６５３５，７０５５，７５７５，８１０５，８６３そ　の　他

（単位：百万円）�合併をした場合の１０年間の財政計画

　合併前に比べ、一般職員や市・町長、助役、収入役、教育長などの４役と議会議員など
の特別職の人数削減により、１０年間で約５６億円の削減を見込んでいます。

人 件 費

　高齢化の進展により、１０年後には約３億円増加となります。扶 助 費

　通常の建設事業の地方債償還金のほかに、合併特例債の償還金を１０年間で約６３億円見込
みますが、そのうち約４４億円は国からの普通交付税により措置されます。

公 債 費

　行政事務の一元化などにより、合併後には１０年間で約６億円の削減を見込んでいます。物 件 費
（事務経費）

　通常の建設事業のほかに、合併特例債対象事業として１０年間で約２６０億円を見込みますが、
財政の適正化に配慮し、それ以外の事業の抑制を見込んでいます。

普通建設事業費

�合併をした場合の１０年間の歳出の見込み


